様式第２（第６条関係）
鹿児島市中小企業融資創業支援資金

創　　業　　計　　画　　書
年　　月　　日 
申込人　住所
氏名

電話番号

【同意事項】※スタートアップ創出促進保証対応を利用する場合

　スタートアップ創出促進保証対応を利用するに当たり、鹿児島県信用保証協会が以下に掲げる当社※の情報を、以下に掲げる利用目的のために、経済産業省に対して提供することについて同意します。
また、法人を設立した日の属する年から起算して３年目及び５年目に、当社の健全な企業経営を行うために求められる管理体制の整備状況について鹿児島県中小企業活性化協議会による確認を受けたことが分かる書類（ガバナンス体制の整備に関するチェックシート）の写しを取扱金融機関に提出することについて同意します。
※会社設立前の創業者が個人で申込む場合や、分社化を計画している親会社が申し込む場合は、当該情報は情報提供の対象外
	１.提供する情報
	中小企業者の商号、所在地、資本金、法人設立日、借入申込金融機関名称、保証申込金額、保証承諾日及び保証承諾金額

	２.提供先における利用目的
	政策効果の検証


【確認状況記載欄（取扱金融機関記載欄）】
本計画書が申込人の意思に基づいて正しく記載されていること及び情報提供の同意事項（スタートアップ創出促進保証対応を利用する場合に限る。）について次のとおり確認しました。
	確認年月日及び時間
	確認方法（該当する番号にチェック）
	金融機関本支店名・確認者

	年　　月　　日
（　　時　　分）
	□１電話□２来店面談□３訪問面談□４その他（　　　　　　　　　　）
	


１　申込者の概要

	開業する業種
	
	開業形態
	個人 ・ 法人

	事業所（予定）所在地
	

	商　号（個人）

法人名（法人）
	
	開業（予定）時期

設立（予定）時期
	年　　月　　日 

	開業届出（個人）

設立登記（法人）
	有 　・ 　無
	資　 　本 　　金

※法人設立（予定）の場  　合に記入してください。
	        　　　　　　円

	開業の目的・動機
	

	過去の事業経験
	  ※該当する項目をチェックしてください。
□　事業を経営したことはない。

□　鹿児島市内での事業経験がなく、市外で新規に事業を開始してから５年未満で、かつ、全事業所を市内に移転する予定又は移転後６月未満である。   ［移転又は移転予定時期：　　　年　　月］

	開業に必要な知識・
技術・ノウハウの取得
　開業する事業の経験　（勤務先、勤務年数
　など開業に至るまで
　の経歴）
	年　　　月
	略　　　　　歴　　・　　沿　　　　　革

	
	
	

	許認可・資格
	名称（根拠法）
	番　　　号
	取得年月日

	
	（　　取得済　　・　　申請中　　）
	
	　 年 　月 　日

	現在の借入状況
（事業資金を除く。）
※法人の場合は、代表者
について記入してくだ
さい。
	借入先
	使　途
	借入残高
	残 　 存

返済期間
	年間返済額

	
	
	住宅・車・カード・その他
住宅・車・カード・その他
住宅・車・カード・その他
住宅・車・カード・その他
	千円

千円
千円
千円
	月

月

月

月
	千円

千円
千円
千円

	出資者・出資額
※法人設立予定の場合の   み記入してください。
	

	事業協力者の
住所・氏名・勤務先
※事業協力者がいる場合に記入してください。
	


２　開業準備の着手状況（該当するものを○で囲み、カ又はキの場合は具体的に記入してください。）
ア　設備機械器具等発注済である。

イ　土地・店舗を取得するための頭金等支払済みである。

ウ　土地・店舗を賃借するための権利金・敷金支払済みである。

エ　商品・原材料の仕入を行っている。

オ　事業に必要な許認可を受けている。

カ　事業に必要な許認可取得未了

　　（許認可取得見込み（申請状況や取得予定時期等）　　　　　　　　　　　　　　 ）

キ　その他

      （　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
３　従業員の状況

	従業員
（計画）
	常　　　時
	臨　　　時
	家族・役員
	合　　　計

	
	               人
	             人
	             人
	              人

	人件費の支払
	　　　日締め、　　　日支払（ボーナスの支給月：　　　月、　　　月）


４　取扱商品

	取扱商品・サービ

スの具体的内容
	1                                               （売上割合　　　％）

	
	2                                               （売上割合　　　％）

	
	3                                               （売上割合　　　％）

	
	4                                               （売上割合　　　％）

	セールスポイント
	


５　取引条件等　※千円未満切捨て
	
	取引先名（所在地等）
	取　　引

予 定 額
	取引

割合
	回収・支払
方　　法
	掛取引
の割合
	回収・支払条件

	販売先
	
	年

千円
	      ％
	
	％
	    日締め、 　日回収

	
	
	年       
千円
	      ％
	
	％
	    日締め、 　日回収

	
	
	年       
千円
	      ％
	
	％
	    日締め、 　日回収

	仕入先
	
	年       
千円
	      ％
	
	％
	    日締め、 　日支払

	
	
	年       
千円
	      ％
	
	％
	    日締め、 　日支払

	
	
	年       
千円
	      ％
	
	％
	    日締め、 　日支払

	外注先
	
	年       
千円
	      ％
	
	％
	    日締め、 　日支払

	
	
	年       
千円
	      ％
	
	％
	    日締め、 　日支払

	
	
	年       
千円
	      ％
	
	％
	    日締め、 　日支払


６　必要資金と調達方法
(1) 資金調達計画（一般保証対応、創業関連保証対応、スタートアップ創出促進保証対応）
※千円未満切捨て
	必要とする資金
	金　額
	調達の方法
	金　額

	設備資金
	不動産取得費、内装工事費、敷金、入居保証金、機械設備、什器備品など（内訳）
	千円
	自己資金（Ａ）
	千円

	
	
	
	借入金等
	親、兄弟、知人等からの借入（内訳・返済方法）
	         千円

	
	
	
	
	市創業支援資金
	         千円

	
	
	
	
	金融機関からの借入（内訳・返済方法）
	千円

	運転資金
	仕入資金、経費支払賃金など（内訳）
	千円
	
	
	

	
	
	
	
	小　計（Ｂ）
	千円

	合　　　計
	        　千円
	合計（Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ）
	         千円


(2) 自己資金割合確認（※スタートアップ創出促進保証対応の場合は、上記(1)の資金調達計画を記載したうえで、自己資金割合が下記のア、イいずれかを満たしていることを確認）
　ア．税務申告１期未終了の創業者
	自己資金割合確認欄（※）
	（１）の
（Ａ）／（Ｃ）
	≧０．１　


　※創業時の資金調達計画で自己資金割合を算出し、（Ａ）／（Ｃ）≧０．１となること。
　イ．税務申告１期未終了の創業者のうち、法人設立済であり、売上高の計上がある場合
	自己資金割合確認欄（※）
	資本金　（Ｄ）
	千円

	
	借入金等（Ｅ）
	千円

	
	（Ⅾ）／（（Ｄ）＋（Ｅ））
	≧０．１　


　※借入申込時の試算表等で自己資金割合を算出し、（Ⅾ）／（（Ｄ）＋（Ｅ））≧０．１となること。
７　事業の見通し（月平均）

	
	開業当初
	軌道に乗った後

（　　年　月頃）
	売上高、売上原価（仕入高）

（経費の計算根拠を記入）

	売上高Ａ
	千円
	千円
	

	売上原価Ｂ
（仕入高）
	千円
	千円
	

	経費
	人件費
	千円
	千円
	

	
	地代家賃
	千円
	千円
	

	
	支払利息
	千円
	千円
	

	
	その他
	千円
	千円
	

	
	合計Ｃ
	千円
	千円
	

	利益(Ａ－Ｂ－Ｃ)
	千円
	千円
	


※個人事業者（事業を行う個人）の場合の人件費は、経営者本人分を除いて記入してください。
８　収支計画（今後１年間）　※千円未満切捨て
	支　　　　出
	収　　　　入

	仕　入　高
	千円
	売　上　高
	千円

	外注工費
	千円
	工賃収入
	千円

	人件費
	千円
	雑収入
	千円

	
	千円
	
	千円

	その他費用
	千円
	
	千円

	利益
	千円
	
	千円

	計
	千円
	計
	千円


９　借入金等状況（注）　※千円未満切捨て
	借入先等
	資金使途
	借入残高
	残存返済期間
	年間返済額

	
	
	千円
	千円
	千円

	
	
	千円
	千円
	千円

	
	
	千円
	千円
	千円


※現在負担している非事業性を含む借入金等で、今回の資金調達計画によるもの以外を記入してください。（経営者本人が負担している保証債務を含む。）
１０　その他（※計画に関する補足説明がある場合は、記入してください。）

	

	

	

	

	

	

	


　　※他に参考となる資料がある場合は、創業計画書に添付してください。

法人にあっては、主たる事業所の


所在地、名称及び代表者の氏名








